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　1．シンポジウムの概要
　現在，日本の総人口は 1 億 2670 万 6 千人で，最も人口の多かった 2009 年頃
をピークに 7 年連続で減少している（1）。それに比べて，65 歳以上人口は 3515
万 2 千人で全人口の 27.7％を占め，過去最高を記録した（2）。2017 年の出生数は
94 万 6060 人で過去最少，合計特殊出生率は 1.43 となり 2 年連続の減少であっ

























































いという基本的方針をながらく堅持してきた（10）。2017 年 6 月政府が示した「未
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定住外国人の地方参政権が争われた事件（最判平 7. 2. 28 民集 49・2・639）で






















て」と題する通知（昭和 29 年第 382 号厚生省社会局長通知）を根拠として，
特定の外国人も（平成 2 年以降は永住者・定住者，難民）生活保護の対象となっ
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